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１．趣旨 

 習志野市では、多様な保育ニーズに対応するために、既存市立幼稚園・保育所を  

私立化し、公立・私立が互いの役割を分担しながら連携を図り、市全体の保育の質の

向上とサービスの拡大を図ることを目的として、「習志野市こども園整備と既存市立

幼稚園・保育所の再編計画 第 3 期計画」（以下、「再編計画」という）を令和 2 年  

3 月に策定した。 

 再編計画に基づき、令和 7 年 4 月より、市立藤崎保育所を、同一敷地内に民間事業

者が新設する認可保育所へ移転し、その後既存建物等を解体する手法により、私立

化を行うことから、その設置運営法人（以下、「移管先法人」という）を本要項により募

集する。 

 応募にあたっては、本要項及び習志野市立保育所私立化ガイドラインに記載した  

諸条件のほか、習志野市及び千葉県の条例、基準や、国の関係法令、通知等を遵守

すること。 

 

２．私立化対象施設の概要 

名称 現行所在地 現行定員 

習志野市立藤崎保育所 習志野市藤崎 3丁目 2番 19号 １２３人 

 その他は、「習志野市立藤崎保育所の概要（資料 1）」を参照 

 

３．応募資格 

 応募できる事業者は、次の全てに該当する者とする。 

（１） 社会福祉法人又は学校法人で、認可保育所として千葉県知事の認可が得られる 

者であること。 

（2） 新たに保育所を運営するために必要な経営基盤及び社会的信用を有している 

こと。 

（３） 児童福祉法第 35条第 5項第 4号に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

（4） 所管行政庁が実施した直近の法人及び施設指導監査において、指摘事項がない 

こと、若しくは、指摘事項に対し適切な対応がされていること。 

（5） 民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

（6） 破産法に規定する破産手続開始の申立てを行っていない、または破産手続開始 

決定を受けていない者であること。 

（７） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2号に掲げる暴力 

団員及びそれらの利益となる法人でないこと。また、役員等が、同法第 2条第 6号 

に掲げる暴力団員または習志野市暴力団排除条例第 2条第 3号に掲げる暴力 

団員等でないこと。 
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4．貸付予定市所有地 

（１） 土地の表示 

習志野市藤崎 3丁目 861番、1253 番、865 番 1の一部、865番 3の一部、 

872 番の一部、873番の一部、874 番の一部 

（２） 敷地面積・現況 

合計 約 3,445 ㎡・市立藤崎保育所 

 面積は現況測量が終了していないため、既存建物竣工時の敷地図における 

面積 

※「敷地概要図（資料 2）参照 

 今後、測量の完了後に面積が確定 

（３） 既存建物等 

   ① 建物 

  【構    造】鉄筋コンクリート造 ２階建 

      【種    別】児童福祉施設・保育所 

      【建築面積】９３７．１１㎡ 

      【延床面積】１，２４３．９６３㎡ 

      【基礎構造】杭基礎 ACパイルφ３５０ 全長約２２ｍ  ５本 

                                       全長約２１ｍ ２３本 

                                       全長約１８ｍ ２９本 

                                       全長約１６ｍ ５３本 

     ② 浄化槽（７．２５㎥、地中） 杭基礎 ACパイルφ３００ 全長約１５ｍ ３本 

（４） 用途地域等 

用途地域：第一種低層住居専用地域 

        ‐建ぺい率： 50％ 

        ‐容 積 率：100％ 

(５) その他 

① 上水道 

敷地南東側道路から接続可能である。 

② 下水道 

生放流（合流式）である。汚水桝は敷地北側及び西側に設置済であるが、移設等

変更を行う場合、また雨水抑制については企業局下水道課と協議を行うこと。 

③ 市営ガス 

敷地北側から接続可能である。 
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④ 新施設の建設及び既存建物等の解体 

現在、敷地内に既存建物等が現存しているが、保育を継続しながら所庭等を活用

して新施設を建設するものとする。なお、新施設建設工事の着手は、最短で令和 6

年５月頃より可能となる見込みであり、既存建物等の解体は、新施設開設後、令和

7年4月頃より法人が実施する。（既存建物等の解体に係る費用は、実際にかかっ

た経費を市が負担する。（市が適正と認めた額に限る。））解体工事の手法及び杭

の残置等については、市と協議のうえ決定すること。 

⑤ 開発行為等に該当する場合の対応 

施設整備にあたり、習志野市開発事業指導要綱の適用を受ける場合は、関係 

各課及び関係機関と協議を行い、開発事業施設整備基準に適合するよう計画 

すること。 

⑥ その他敷地内の障害物等の取扱 

施設整備にあたり、支障となる障害物等の撤去等については、原則、事業者負担 

とする。 

 

5．市所有地貸付条件等 

(1) 契約形態 

 借地借家法第23条第1項に規定する事業用定期借地権設定契約とする。契約

にあたっては、公正証書により契約書を作成し、その作成等に要する費用は事業

者の負担とする。 

(2) 貸付契約期間 

 運営開始の日から 30年とする。 

ただし、建設工事等の運営開始前に要する期間及び運営開始後の既存施設解体

工事期間等は、市と別途、協議の上で対応を決定するものとする。 

(3) 貸付料 

 公租公課（固定資産税、都市計画税）相当額とし、3 年ごとの固定資産評価額の

見直しに併せ改定を行う。 

≪参考：年額貸付料試算≫ 

以下の試算額は、令和 4年度時点の価格に基づく試算であり、 

貸付開始年度には評価額の見直し等により変更となる場合がある。 

       ○年額貸付料試算：約３，０５０，０００円 

(4) 用途の指定 

 当該市所有地は、認可保育所用地として使用し、他の目的に使用しない。また、第

三者に転貸をしてはならない。 
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(5) 施設整備 

 現況での貸付とし、当該市所有地で認可保育所を運営するために必要な施設、

設備等は、原則、事業者の負担で整備すること。なお、施設整備には後述の補助

制度がある。 

なお、既存建物の解体に係る費用は、実際にかかった経費を市が負担する。（市

が適正と認めた額に限る。） 

(6) 維持管理 

 用地、施設、設備等の維持管理は、事業者による善良な注意を持って適切に維

持・管理することとし、維持・管理に係る費用は、事業者が負担すること。 

(7) 補助避難所の指定 

 当該施設については、習志野市地域防災計画における補助避難所として、指定す

る予定であるため、地震等の大規模災害が発生した場合で、小中学校等の第一

避難所で収容が困難なとき、または被害状況等に応じて必要と認められるときは、

地域住民等の避難所として開放すること。 

(8) 土地の返還 

 貸付期間満了のとき、事業者側の理由により貸付契約を解除するとき、本市の承

認なく指定用途以外に利用したとき、第三者に転貸したとき等は、直ちに事業者

の負担により施設、設備等の撤去等を行い、返還すること。 

ただし、貸付期間満了時点において、引続き当該市所有地で認可保育所を運営

することが必要と認められ、両者協議のうえ、再度、貸付契約を締結する場合はこ

の限りではない。 

 

6．施設整備に関する条件 

(1) 施設整備方法 

 整備する保育所施設は、新設とする。 

 施設の整備にあたっては、国の定める最低基準（以下、「国の基準」という。）、千

葉県の「設備及び運営に関する基準（以下「千葉県の基準」という。）」及び「習

志野市民間認可保育所設置及び運営に関する基準（資料 3以下、「本市の基準」

という。）」、その他関係法令等を遵守し、関係機関の指導に従うこと。 

なお、施設整備にあたっては、「習志野市民間認可保育所等施設整備費等補助

金交付要綱（資料 4）」に基づく補助制度がある。 

※ 補助金交付要綱は、今後改正される場合がある。 

 (2) 施設整備に係る留意点 

① 同一敷地内の既存施設にて市が保育を実施しながらの施設整備となることから、 

当該保育の実施と、保育環境への影響に十分配慮した工事施工を行うこと。 

② 近隣住民及び自治会・町内会等に対して円滑な施設の整備、運営に向けた調整を

行うこと。 
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③ 地球温暖化防止のための省エネルギー、緑化の推進等について積極的に取り組

むこと。 

④ 空調、給湯、厨房等の熱源として、市営ガスを用いるよう努めること。 

⑤ 施設整備にあたっては、市内業者を活用するよう努めること。 

⑥ 地域が活用できる施設整備について努めること。 

(3) 定員数（予定） 

 新設する保育所の定員数は次の年齢別定員数を基準とするが、応募法人の提案

を様式 5施設整備計画書に記載し、市と協議のうえ決定する。 

0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

12 30 30 30 30 30 162 

(4) 整備及び開設時期 

 令和 6 年度中に施設整備を完了させるとともに、千葉県の認可を受け、令和 7 年

4月 1日に開設すること。 

 

7．移管条件等 

 移管先法人には国の基準、千葉県の基準や本市の基準等に加え、市立藤崎保育所

の私立化にあたって以下の諸条件を付す。 

(1) 保育 

① 保育所保育指針（厚生労働省告示）等に準拠した保育の実施 

② 「習志野市就学前保育一元カリキュラム（資料5）」を参考としつつ、独自性のあ

る保育の実施 

③ 習志野市が示す定員数での施設整備と弾力的な受入れ 

④ 障がい児保育の実施（特別な支援を要する子どもの受入れ） 

⑤ 開所・保育時間及び休所日 

開所時間・・・午前 7時から午後 7時 

保育時間・・・午前 8時 30分から午後 4時 30分の 8時間 

（保育短時間認定） 

午前 7時から午後 6時の 11時間 

（保育標準時間認定） 

休 所 日・・・日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、 

1 月 2日、同月 3日及び 12月 29日から同月 31日までの 

日を原則とする。 
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(2) 給食 

① 完全給食の実施（月曜日から土曜日の間すべて実施すること。） 

提供する給食は、当該保育所内で調理されたものとし、国の示す「日本人の食事

摂取基準」を満たす給食内容とすること。 

② アレルギー対応食の提供 

③ おやつの提供 

開所日の全ての児童におやつを提供すること。 

午後のおやつは手作りおやつを中心に乳幼児に応じたものを提供すること。 

（乳児・・・午前、午後各 1回、幼児・・・午後 1回） 

(3) 保育士等の配置基準等 

① 職員数 

入所児童数に応じて市立保育所の配置基準に基づく以下の保育士等を 

確保すること。 

≪現行市立保育所配置基準≫ 

           ア 0 歳児 3:1、1 歳児 5:1、2 歳児 6:1、3 歳児 15:1、 

4 歳児 30:1、5 歳児 30:1 の基準に基づく保育士の配置をすること。 

イ 延長保育については、0歳児 3:1、1・2 歳児 5:1、 

3 歳以上児 25:1 の基準に基づき保育従事者を配置し、 

最低 2人の有資格者を配置すること。 

           ウ クラス担任の他に、職員の休暇等の対応のため予備保育士を 3人以上 

配置すること。 

           エ 看護師を配置すること。 

           オ 栄養士及び調理員（児童100人以下の場合は2人、101人以上の場合 

は 50人毎に 1人を加えた数とする。）を配置すること。 
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② 経験者の確保 

         ア 施設長 

保育士資格または幼稚園教諭免許を有する専任の施設長を配置すること。

配置する施設長は健全な心身を有し、児童福祉事業に熱意があり、施設

を適切に運営できる者であって、千葉県の基準及び本市の基準に加え、次

のいずれかに該当する者であること。 

 認可保育所及び認定こども園、または認可保育所に準ずる集団的

保育を実施する保育施設（以下「認可保育所等」という。）で、常勤

職員としての保育経験が 5年以上である者。 

 児童福祉事業における経験年数が5年以上である者。（うち認可保

育所等施設長経験 1 年以上）なお、児童福祉事業経験年数には、

地方自治体での経験を算入できる。 

 幼稚園での実務経験 5 年以上で、管理職（園長・副園長・教頭）経

験がある者。 

イ 主任保育士 

保育士資格を有する専任の主任保育士を配置すること。 

配置する主任保育士は本市の基準に加え、次のいずれかに該当する者で

あること。 

 主任保育士またはこれに相当すると認められるものとして、認可保育

所等の児童福祉施設での経験が 3年以上である者。 

 児童福祉施設等で、保育士資格を有する常勤職員としての保育経

験が 7年以上である者。 

ウ 保育士 

・ 施設の実情に応じて保育士資格を有する十分な保育所等の勤務経験

や優れた資質・能力を有するものを確保すること。 

・ 安定した保育運営と職員育成を図るために、児童福祉施設等での保育

経験（※）が 5 年以上である者をミドルリーダーとして乳児、幼児各 1

名以上配置すること。 

・ 保育経験（※）5 年以上の保育士を 3 分の 1 以上配置するよう努める

こと。 

※保育士の資格を有していれば、幼稚園の経験年数を算入することがで

きる。 
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(4) 既存保育所の保育等の継承 

     ① 既存施設の保育内容を基本として、法人独自の全体的な計画を作成する。 

     ② 保護者会の組織及び活動等は、保護者と法人双方の話し合いにより、 

組織及び活動内容を決定する。 

(5) 関係機関及び地域との連携・交流 

① 関係機関との連携・交流 

 地域の小学校や幼稚園、保育所、こども園等との連携、交流を図ること。 

 ひまわり発達相談センター、ヘルスステーション、子育て支援課等の子どもの成

長発達と保護者を支援する関係機関との連携を図ること。 

② 地域との連携・交流 

 地域との連携を図ると共に、園庭開放等の地域の子どもや子育て家庭を支援

する事業を実施するなど、地域住民との交流を図ること。 

 地域の民生委員児童委員、母子保健推進員等との連携を図ること。 

(6) 苦情処理体制の整備 

① 苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員の設置 

(7) 特別保育への対応 

① 延長保育の実施 

 午後6時から午後7時までの実施を原則とし、保育ニーズを踏まえ、本市と協

議のうえ最大午後 10時までの延長保育を実施する。 

ただし、延長保育料については、午後 7時までは徴収しないこと。 

※ 本市と協議の上、保護者ニーズを踏まえた弾力的な実施を認める。 

② 休日保育の実施及び一時預かり保育事業等の実施 

 在所児童の安定した保育の実施を基本としたうえで、本市との協議を経て需

要に応じた休日保育、一時預かり保育等の特別保育に積極的に取り組むよう

努める。 

(8) 開園準備・共同保育と保育の引継ぎ 

① 開園準備・共同保育 

 令和 6 年 4 月から令和 7 年 3 月の 12 か月を共同保育期間とし、指定する

職種（施設長、主任保育士、保育士、看護師、栄養士、調理員）の職員を、藤崎

保育所に配置し、共同での保育及び必要な協議や計画立案等準備を行う。 

また、配置する職員数及び期間は概ね次のとおりとするが、施設の状況により

市と当該保育所及び法人の協議にて決定する。 

なお、共同保育に配置する職員に要する経費は、職種別に国が定める額等か

ら本市が必要と認める額を、予算の範囲内で支払う。 
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職種 職員数 期間 

施設長 1 名 3 か月～1年 

主任保育士 1 名 3 か月～1年 

保育士 2 名以上 3 か月～1年 

看護師 1 名 2 週間～2か月 

栄養士 1 名 2 か月 

調理員 1 名 1 か月 

② 保育の引継ぎ 

 私立化後の 1 年間を保育の引継ぎ期間とし、その期間に本市の配置する担当

職員から、職務に応じて施設運営の助言、保育の支援及び助言、保育の継承等

を受ける。また本市は、法人が安定した施設運営の基盤を築けるよう組織的な

支援を行う。なお、本市の配置する担当職員と引継ぎの形態は次のとおりとする。 

配置する担当職員 形態 

（１）施設専属配置職員 

私立化対象施設の保育士であった者2名 

（内 主任保育士相当職 1名） 

（２）定期的な訪問（適時） 

こども保育課指導研修担当者等 

（１）状況に応じて市の配置職員

より保育支援及び助言を受

け、保育を継承する。 

（２）指導研修担当者等による定

期訪問、及び適時訪問によ

り職務に応じて助言を受け

たり、必要な協議を行ったり

する。 

③ 勤務の継続 

 開園準備・共同保育を行った移管先法人の職員は、原則として業務受託期間及

び引継ぎ期間も継続して当該施設に従事し、安定した園運営の実現と継続に努

めること。 

④ 保育状況の公開 

 共同保育期間及び保育の引継ぎ期間に、保護者に対し保育見学会や法人との

懇談会を行う機会を設ける。 

 

 

 

 



 

 

10 

 

(9) 保育の質の向上 

法人は常に保育の質の向上を目指し、保育環境や保育内容に加え、一人ひとりの職

員の資質向上及び職員全体の専門性の向上等に努めること。 

① 第三者評価の受審 

 私立化後の保育所運営における課題を把握し、質の向上への支援を目的とし

た第三者評価機関の福祉サービス第三者評価を私立化後から早期に受審し、

その後は、原則として 3年に 1度受審すること。 

また、第三者評価機関の選定及び契約内容については本市と協議し、初めて受

審する際は、評価機関の訪問調査に本市職員を出席させること。 

② 研修会への参加等 

 法人は職員に対し、保育に関する資質向上（知識・技能）を目的に、本市が実施

する研修会等に積極的に参加させること。また、職員は研修で得た知識及び技

能を他の職員と共有し、保育実践に生かすよう努めること。 

③ 関係機関との連携 

 施設長、主任保育士、看護師、栄養士等については、積極的な情報の共有及び

交換を行うこと。 

④ 職員研修の計画的な実施 

 法人は常に職員の育成の観点をもって、初任者から管理職員までのそれぞれの

職位や職務内容等を踏まえた体系的な職員の研修計画を作成し、実施に努め

ること。 

(10) 保護者、市との連携 

    ① 情報の提供 

 移管先法人は、円滑な施設の運営に向けた調整を市と行い、当該施設の保護

者への情報の提供と周知に努めること。 

② 三者協議会の設置 

 移管先法人決定後、保護者・移管先法人・市からなる三者協議会を設置し、私

立化に伴う諸事項について協議し合意形成を図るとともに、解決すべき事項に

ついて協議し合意のもと対処する。 

また、三者協議会は私立化後も当分の間存続させること。 

(11) 災害、事故等への対策 

① 重大事故発生時の対応マニュアル作成及び入所児童の安全確保のため必要な

設備や体制の整備 

② 侵入者等に備えた、警察等関係機関への通報訓練の実施 

③ 緊急時の対応マニュアルや緊急連絡網の作成 



 

 

11 

 

④ 消防法に規定する防火管理者の設置 

⑤ 防火管理者による防火及び避難に係る計画の作成と、月 1回以上の訓練の実施 

⑥ 地震、水害等を想定した対応マニュアルの作成と、必要な訓練の実施 

⑦ 感染症やそれを予防する衛生管理マニュアルの作成と、衛生的な環境の整備 

⑧ 「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（厚生労働省）」に基づくアレルギー 

疾患への対応と、実施体制の整備 

(12) その他 

① 費用負担 

 費用負担は、三者協議会の協議事項とし、保護者同意のもとでの負担を原則と

し、それ以上の負担を保護者に求めないこと。 

 

8．保育士等の採用 

 私立化対象施設である藤崎保育所に現在勤務している会計年度任用等の保育士

等が、移管後の新設保育所での就労を希望する場合は、積極的にその採用に努め

ること。 

 

9．運営委託経費等 

 移管後は、保育所の運営経費として、次に掲げる経費を本市は移管先法人に対して

支払う。 

(1) 子ども・子育て支援法附則第6条第1項に規定する委託費 

(2) 「習志野市民間認可保育所運営費補助金交付要綱（資料6）」、 

「習志野市延長保育等事業費補助金交付要綱（資料７）」、 

「習志野市保育士処遇改善事業費補助金交付要綱（資料8）」及び 

「習志野市保育士宿舎借り上げ支援事業費補助金交付要綱（資料9）」 

に定める額 

※ 補助金交付要綱は、今後、改正される場合がある。 

 

10．応募手続き 

(1) 募集要項等の配布 

① 期間 

令和4年６月２０日（月） から 令和4年７月２２日（金） まで 

ただし、日、土曜日及び休日を除く午前8時30分から午後5時15分まで 

② 場所 

習志野市こども部こども政策課（習志野市役所 市庁舎2階） 

※ 募集要項等は、本市ホームページからもダウンロード可能 

(2) 募集要項等説明会 

① 日時 

令和4年７月１４日（木） 午後１時３０分から 
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② 場所 

        習志野市役所 市庁舎２階 会議室１，２ 

③ 参加申込方法 

説明会への参加を希望する法人は、７月１２日(火) までに、 

法人名称、参加人数及び担当者連絡先を明記のうえ、ＦＡＸまたは 

電子メールにより申し込むこと。 

④ その他 

説明会へは、本募集要項を持参すること。 

（３） 参加意思表明書の受付 

本募集に参加する場合は、「参加意思表明書（別紙１）」を提出すること。 

期日までに参加意思表明書を提出しない事業者は、いかなる理由があっても 

今回の公募には参加できない。 

※参加意思表明書の提出により、応募の義務が生じるものではない。 

① 受付期間 

令和4年７月１４日（木） から 令和4年７月２２日（金） まで 

ただし、日、土曜日及び休日を除く午前8時30分から午後5時15分まで 

② 提出方法 

習志野市こども部こども政策課（習志野市役所 市庁舎2階）へ持参、 

郵送（書留または簡易書留）または宅配すること。 

なお、郵送または宅配の場合は、締切日必着とする。 

(4) 質問の受付、回答 

募集要項等に関する質問は、「質問書 （別紙2）」に内容を簡潔にまとめて記載の 

うえ、ＦＡＸまたは電子メールにより提出すること。なお、提出後は、電話にて着信の 

確認をすること。 

① 受付期間 

令和4年７月２５日（月） から 令和4年８月２日（火） まで 

② 回答方法 

令和4年８月１０日（水） 頃に、本市ホームページに公開する。 

(5) 応募書類の受付 

応募者は、「応募書類一覧（別紙3）」に記載した書類を以下のとおり提出すること。 

① 受付期間 

令和4年９月２６日（月） から 令和4年９月３０日（金） まで 

ただし、日、土曜日及び休日を除く午前8時30分から午後5時15分まで 

② 提出方法 

習志野市こども部こども政策課（習志野市役所 市庁舎2階）へ持参、 

郵送（書留または簡易書留）または宅配すること。 

なお、郵送または宅配の場合は、締切日必着とする。 
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③ 提出部数 

16部（正本1部、副本15部） ※副本はコピー可 

④ その他 

応募書類は、Ａ4版2穴ファイル等に応募書類一覧の順に編冊し、区分ごとにイン

デックスを付すこと。また、ファイル等の表紙及び背表紙には、タイトルを「習志野市

立藤崎保育所移管先法人応募書類」とし、法人名称及び正本副本の別を表示す

ること。 

    ※表示例 

習志野市立藤崎保育所移管先法人応募書類（正本） 社会福祉法人〇〇会 

 

11．選考方法 

 応募者については、次のとおり審査を行い、その審査結果に基づき移管先法人を 

決定する。なお、応募者がいない場合、または、審査の結果により全ての応募者が 

移管先法人として適当でないと判断した場合は、移管先法人の決定を行わない 

場合がある。 

(1) 審査方法 

① 一次審査（応募資格審査） 

 本募集要項に規定する応募資格について、応募書類等により審査する。審査

結果は、応募者に令和4年１０月２０日（木） 頃に郵送により文書で通知する。 

② 二次審査（書類・面接審査・公開プレゼンテーション） 

 応募者のうち一次審査を通過した者に対し、「習志野市立藤崎保育所移管先

法人選考委員会」（以下、「選考委員会」という）による次の審査を行う。 

 選考は、次の審査を踏まえ別に定める審査基準から総合的に判断して実施し、

選考委員会における選考結果の報告を受け、市長が移管先法人を決定する。 

 移管先法人の選定結果は、応募者に令和５年１月下旬まで郵送により文書で

通知するとともに、移管先法人名等を市ホームページにおいて公表する。 

 応募者名等及び審査における採点結果については、習志野市情報公開条例

等に基づき第三者に公開する場合がある。 

ア 書類・面接審査・現地調査 

別途指定する日時、場所において、応募書類の内容等に関する書類審査、面

接審査（ヒアリング）及び現地調査（応募法人が運営している保育施設等の

視察）を実施する。なお、面接審査における応募者側の出席者は、公開プレ

ゼンテーションと同様とする。 
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イ 公開プレゼンテーション 

選考委員会委員及び私立化対象施設等の保護者を対象に、応募書類に記

載した内容の範囲内で、応募者の保育に関する考え方、移管後の保育所の

運営方針、施設整備及び既存建物解体期間中における保育の実施と、保育

環境への影響に対する配慮等について、プレゼンテーションを実施する。プレ

ゼンテーションは、令和４年１２月中旬を予定しており、日時、場所等は別途

通知する。応募者の出席者は、法人理事長または法人運営に係る理事のほ

か、施設長予定者、担当職員等の計3名以内とし、応募者から委託等された

コンサルタント等の事業者の出席は認めない。 

なお、公開プレゼンテーションの内容（スピーチ、映写画像及び質疑応答）は

市で録画（音声含む）を行い、記録した媒体について、都合により欠席した

保護者を対象に貸出（複製及び第三者への提供は禁止）を行う。 

③ その他 

 応募者は選考委員会委員と当該案件の審査の公平性、公正性を害する接触

を行ってはならない。不適切な接触の事実が認められた場合には、失格とする

ことがある。 

 

12．スケジュール 

日程 スケジュール 

令和4年６月２０日～令和4年７月２２日 募集要項等の配布 

令和4年７月１４日 募集要項等説明会 

令和4年７月１４日～令和4年７月２２日 参加意思表明書受付期間 

令和4年７月２５日～８月２日 質問の受付 

令和4年８月１０日頃 質問の回答 

令和4年９月２６日～９月３０日 応募書類の受付 

令和4年１０月２０日頃 一次審査結果通知 

令和4年１０月下旬～１１月中旬 二次審査（書類・面接審査・現地調査） 

令和４年１２月中旬 二次審査（公開プレゼンテーション） 

令和５年１月下旬 選定結果通知 

令和5年度中 基本設計・保護者説明・近隣説明 

令和6年4月～令和7年3月 施設整備工事・共同保育 

令和7年4月 移管・開園 

令和7年度中 既存建物（旧園舎）解体工事・引継ぎ保育 
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13．その他留意事項 

(1) 費用負担 

 応募に関し必要な一切の費用は、応募者の負担とする。 

(2) 応募書類の変更の禁止 

 受付期間終了後の応募書類の差替え及び再提出は原則として認めない。 

(3) 追加資料の提出等 

 審査にあたって確認が必要となった場合、追加資料の提出を求めるまたは、聞き

取り、調査等を実施する場合がある。 

(4) 提出書類の取扱い 

 応募書類及び追加資料等の提出書類は返却しない。また、提案内容等（様式7）

については、私立化該当施設の保護者に限っては、閲覧できることとする。さらに、

習志野市情報公開条例に基づき、習志野市として第三者に公開する場合もある。 

(5) 第三者の権利等 

 応募書類の作成及びプレゼンテーション等にあたって、著作権等第三者の権利に

関わるものの使用については、応募者の責任において処理すること。 

 プレゼンテーションの内容は録画（音声含む）し、記録した媒体について保護者を

対象に貸出（複製及び第三者への提供は禁止）を行うことから、応募者は出席者

に氏名、肖像等が記録されることについて予め同意を得ること。 

(6) 失格事項 

 応募者が次の要件に該当する場合は、失格とし審査の対象から除外する。また、

移管先法人決定後に発覚した場合については、決定を取り消すことがある。この

場合、既に要した費用等を本市は弁済しない。 

① 提出書類に虚偽または不正があった場合 

② 応募者及び応募者の関係者が、審査・選考等に対する不当な要求を行った場合 

③ その他、不正な行為があった場合 

(7) 計画の変更 

 移管先法人として決定された後の応募計画の変更は、原則として認めない。ただ

し、サービスの向上につながる変更のほか、関係法令や関係行政機関からの指

導等に対応するための変更、近隣住民との調整及び三者協議会での協議による

変更、施設の実施設計に伴う軽微な変更などやむを得ないもので、審査の評価

に影響を与えないもののみ、認める場合があるため、本市と協議すること。 

(8) 関係法令等の遵守 

 児童福祉法 

 児童福祉法施行令 

 児童福祉法施行規則 

 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

 保育所保育指針 

 （千葉県）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
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 （千葉県）保育所設置認可に関する審査基準 

 （千葉県）保育所設置認可等に関する要綱 

 習志野市民間認可保育所運営費補助金交付要綱 

 習志野市延長保育等事業費補助金交付要綱 

 習志野市保育士処遇改善事業費補助金交付要綱 

 習志野市保育士宿舎借り上げ支援事業費補助金交付要綱 

 習志野市立保育所私立化ガイドライン 

※各法令等は、それぞれ今後改正される場合がある。 

 

14．担当・問合せ 

(1) 担当課 

習志野市こども部こども政策課 担当：石橋・鈴木 

(2) 所在 

習志野市鷺沼2丁目1番1号 習志野市役所 市庁舎２階 

(3) 郵送先 

〒275-8601 習志野市鷺沼2丁目1番1号 習志野市こども政策課宛 

(4) 電話番号 

047-451-1151（内線433） 

(5) ファクシミリ番号 

047-453-5512 

(6) 電子メールアドレス 

kodomokikaku@city.narashino.lg.jp 


